


はじめに

わが国は、四方を海に囲まれ、海洋資源、海上輸送など海の恩恵を受けて発展して

きましたが、海洋環境の悪化、資源の減少、海面利用の競合、海洋安全保障の確保等

の諸問題が顕在化してきました。特に近年、地球温暖化に伴う異常気象や海面上昇、

津波・高潮等の自然災害、人為的脅威である海上テロ・海賊・工作船問題や排他的経

済水域の問題などが相次いで起こっており、海洋に関わる多様な脅威への備えが急務

になっています。

世界各国が国連海洋法条約等の新しい海洋秩序の下で海洋の管理と持続可能な開発

に向けて総合的な海洋政策を着々と進めているのに対して、わが国の取り組みは不十

分と考えます。海洋国であるわが国としては、海洋に大きく目を移し、海洋を重視す

る国際社会と協調しつつ、海洋政策の確立とその実行に向けて早急に取り組むべきで

あると思料します。

そこで、当財団では、海洋に関する斯界の識者で構成する海洋・沿岸域研究委員会

による２年間余に及ぶ議論を経て、本提言書をとりまとめました。本提言の実現に向

けて、国政を預かる方々、政府関係機関はもとより、学界、産業界、さらには国民の

皆様のご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。

平成１８年１月吉日

海洋政策研究財団

会長　秋　山　昌　廣
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1．海洋政策大綱の策定

総合的な海洋政策を着実に推進していくための第一ステップとし

て、早急な取り組みを要する具体的重要事項を国家の海洋政策大綱

として総力をあげてとりまとめるべきである。大綱の骨子は以下の

とおり。

I 基本的考え方の提示

II 海洋政策を推進するための枠組みの整備

III 課題解決のための取り組みの強化

IV パートナーシップの強化

V 海洋に関する理解と研究・教育の促進

2．海洋基本法制定を目指した推進体制の整備

わが国では、海洋に係る諸問題が個別目的の実定法のもとで扱われ

てきたことから、海洋を総合的に管理するための政策枠組や法的根拠

を早急に整備する必要がある。

2－1 海洋基本法の制定

総合的な海洋政策の推進には、基本理念、政策推進に係る指針、

海洋基本計画の策定等の基本的施策、推進体制等の政策枠組を示

す海洋基本法の制定が必要である。

2－2 行政機構等の整備

海洋基本法を軸とした総合的な海洋政策の推進には、海洋関係

閣僚会議の設置、海洋担当大臣の任命等、政策立案と実行を担う

行政機構を整備することが不可欠である。

海 洋 政 策 提 言 の 骨 子
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3．海に拡大した「国土」の管理と国際協調

3－1 排他的経済水域および大陸棚の管理の枠組構築

排他的経済水域、大陸棚、遠隔離島・周辺海域などの管理強化

3－2 海洋の安全保障の確立

海に拡大した「国土」、海上輸送などの安全保障確立

3－3 海洋環境の保護・保全・再生の推進

環境影響評価システム構築、海洋生態系・生物多様性保護　等

3－4 海洋生態系に配慮した海洋資源の開発推進

漁獲の合理的な管理、漁業資源保存、鉱物資源・海洋微生物資源

等の開発

3－5 統合沿岸域管理システムの構築に向けた取組強化

地方主体・市民参加型の管理システム構築、流域管理との連携

等

3－6 防災・減災の推進

地域防災計画の早期策定、防災・減災の教育・訓練の徹底

3－7 海洋管理のための海洋情報の整備

海洋情報収集の国家戦略立案、海洋情報管理機能の強化　等

3－8 総合的な海洋政策実現のための研究・教育とアウトリーチの

推進

海洋教育拡充、海洋管理研究・教育、海洋科学技術・研究の推進

等



22221111世世世世紀紀紀紀のののの海海海海洋洋洋洋政政政政策策策策へへへへのののの提提提提言言言言



6

真の海洋立国を目指して

四方を海に囲まれたわが国は、総人口の約５割が沿岸部に居住し、動物性タン

パク摂取の約4割を水産物に依存し、輸出入貨物の99％を海上輸送に依存する、

海からの恩恵を享受することなしには存立し得ない海洋国家である。また、海は、

古来、わが国の安全を護り、文化を育み、国民に希望、畏れ、癒しを与えてきた。

しかしながら、わが国の発展が海によって支えられてきた一方で、急速な経済発

展、人口増加、沿岸域への開発集中等によって、海洋環境の悪化、資源の減少、

海面利用の競合等の諸問題が顕在化した。

他方、地球表面の７割以上を占める巨大な水の空間である海洋は、物理的・生

態学的に一体性が強く、境界を設けにくく、本来的に国際性を持っている。20世

紀後半には、沿岸国による海域への権利主張が拡大し、「海洋の囲い込み」が盛

んになると同時に、地球環境問題が顕在化して地球の生命維持システムの不可欠

な構成要素である海洋環境の保護･保全が重要視されるようになった。これらを

背景に、国連海洋法条約が採択され、リオ地球サミットで採択された持続可能な

開発のための行動計画「アジェンダ21」においても海洋・沿岸域に大きなウェイ

トがおかれたのである。海の恩恵を将来の世代に引き継ぐための海洋の持続可能

な開発は、国際社会の最重要課題のひとつである。

さらに、近年、地球温暖化にともなう異常気象や海面上昇、津波・高潮等の自

然災害、人為的脅威である海上テロ・海賊、工作船問題等が相次いで起こってお

り、海洋に関わる多様な脅威への備えが急務になっている。また、人間安全保障

を中核とした海洋の総合的安全保障の観点から環境、資源等の問題を含めて総合

的な取り組みを求める声が高まっている。

新しい海洋秩序を踏まえて、世界各国の海洋の管理に向けた取り組みは着々と

進行しており、21世紀に入り、海洋においてわが国が直面しているこれらの諸問

題に総合的に対処していく必要性は今までになく強まっている。しかしながら、

それら諸問題を解決し、わが国の海洋における権利義務を遂行するための計画的

かつ総合的な取り組みは未だ十分とはいえない。
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海洋は本来国際的な性格を有しており、わが国は、海洋国家として国際社会と協調

しつつリーダーシップを発揮してこれら諸問題に対する取り組みを加速させる必要が

ある。

今こそ、真の海洋立国を目指し、その基本理念として

海洋の持続可能な開発・利用

海洋の国際秩序先導と国際協調

海洋の総合的管理

を定め、以下の提言に沿った総合的な海洋政策の策定およびその実行に着手しな

ければならない。
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１．海洋政策大綱の策定

わが国において、今後総合的な海洋政策を着実に推進していくために、第一ステッ

プとして、今後早急な取り組みを要する具体的重要事項を国家の海洋政策大綱として

総力をあげてとりまとめるべきである。その骨子として以下を提言する。

海洋政策大綱の骨子

I．基本的考え方の明示
海洋政策の基本理念および海洋管理の指針を明示する。

II．海洋政策を推進するための枠組みの整備
海洋管理のための基本的な法制として海洋基本法を制定する。

海洋政策を総合的に推進するための行政機構を整備する。

海洋管理に不可欠な海洋情報を整備する。

III．課題解決のための取り組みの強化
次の事項に関する課題解決に取り組む。

○1 排他的経済水域および大陸棚の管理枠組の構築

○2 海洋の安全保障の確立

○3 海洋環境の保護・保全・再生の推進

○4 海洋生態系に配慮した海洋資源の開発推進

○5 統合沿岸域管理システムの構築に向けた取り組み強化

○6 防災・減災の推進

IV．パートナーシップの強化
国、地方公共団体、学術・研究機関、産業界、漁業者、NGO、国民等の連携

を強化する。

V．海洋に関する理解と研究・教育の促進
最良の科学と情報に基づいて、海洋に関する国民の理解を深め、海洋をより

良く管理するための研究・教育を促進する方策を策定･実施する。
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2．海洋基本法制定を目指した推進体制の整備

海洋を取り巻く様々な問題は相互に密接に関連しており、海洋の保全と開発･利用

に係る政策は総合的な視点で検討されるべきものである。しかしながら、わが国では

従前より海洋に係る諸問題が個別目的の実定法のもとで扱われてきたことから、海洋

を総合的に管理するための政策枠組や法的根拠が欠如しており、早急にこの問題に対

応する必要がある。

2－1 海洋基本法の制定

わが国において総合的な海洋政策を推進するためには、その基本理念、政策推進に

係る指針、推進体制等の政策枠組を示す海洋基本法の制定が必要である。

なお、総合的な海洋政策の策定および実施は、基本理念にのっとり、次に掲げる指

針に沿って行われるべきであり、これら基本理念と指針を海洋基本法に明記すべきで

ある。

海洋基本法の骨子

第1章　総則

◇目的

◇基本理念

◇国、地方公共団体、事業者、国民の責務・役割・連携　等

第2章　海洋政策の推進に係る基本的施策

◇海洋の調査、保全、開発・利用および管理に係る施策の指針

◇海洋基本計画

◇基本的な施策　等

第3章　国の海洋政策推進に係る組織

◇海洋政策推進のための行政機構の整備

◇海洋諮問会議の設置

◇その他地方公共団体、多様な関係者との合議機関の設置　等
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◆ 基本理念（海洋基本法第１章）

海洋の持続可能な開発・利用

海洋政策は、現在および将来の世代のために、人類存続の基盤である海洋環境が将

来にわたって維持されるよう策定されなければならない。

海洋の国際秩序先導と国際協調

海洋政策は、海洋が本来国際的な性格を有していることに留意し、海洋管理を目指

す新しい国際秩序の中でわが国が有する権利と義務を確保するとともに、国際社会全

体の利益を追求するよう策定されなければならない。特に、海洋の利用と保全に関し

ては、旧来の固定観念を捨てて、負担共有の仕組みづくりに取り組むべきである。

海洋の総合的管理

沿岸域と海域を含む地球上の海洋空間は相互に作用し、密接な関連を有するので、

それらに影響を及ぼすあらゆる活動または措置は、統合的に計画され、管理されなけ

ればならない。

◆ 指針（海洋基本法第2章）

科学的理解と認識

海洋政策は、海洋環境に影響をおよぼす自然的、社会的、経済的な過程に関して得

られる最良の科学的理解と認識に基づいて策定されなければならない。また、政策決

定者は、海洋資源の適切な管理を可能とする質の高い科学、技術、情報を取得し、こ

れに基づいて政策決定をするように努めなければならない。

市民参加

海洋政策の策定と実施の過程おいて、市民をはじめとする海洋の関係者が広く参加す

る仕組みを確保するとともに、市民が海洋の管理に主体的かつ積極的に参加できるよう

海洋に関する情報公開、情報への適切なアクセスの仕組みを確立しなければならない。

生態系に基づく管理

海洋および沿岸資源は、人間および人間以外の種ならびにそれらが生活する環境を

含む、生態系のすべての構成要素間の関係を反映するよう適切に管理されなければな

らない。
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予防的アプローチ

海洋環境に対して深刻な影響あるいは不可逆的な影響の恐れがある場合には、完全

な科学的確実性が欠如していることを費用対効果の高い対策を延期する理由とはせ

ず、科学的知見の充実に努めながら、必要に応じて予防的な方策を講じなければなら

ない。

順応的管理

海洋は、人間がその構成要素である海洋生態系が複雑で変化し続けているものであ

ることを十分認識し、その変化に関する的確なモニタリングを継続し、その結果に応

じて管理や利用方法を柔軟に見直す等、順応的に管理されなければならない
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海洋基本法を軸とした総合的な海洋政策を推進するためには、政策立案と実行を担

う行政機構を整備することが不可欠である。また、総合的な海洋政策を効率的に実行

するためには、縦割りや細分化の弊害を排して連携・調整を推進しなければならない。

さらに、政策に有識者の知見とノウハウを積極的にとり入れる仕組みの導入が重要で

ある。具体的には、次のような行政機構等を整備すべきである。

◆ 海洋関係閣僚会議の設置
総合的な海洋政策の推進に関する施策について、関係省庁間の緊密な連携を図り、

これを着実に実施するため、内閣に海洋関係閣僚会議を設置する。海洋関係閣僚会議

は、海洋関係行政を所掌する省庁を担当する大臣で構成し、内閣総理大臣が主宰する。

2－2 行政機構等の整備
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◆ 海洋担当大臣の任命
政府に、総合的な海洋政策を中心となって推進する部局がないことが大きな障害と

なっている現状にかんがみ、海洋担当の特命担当大臣（以下「海洋担当大臣」という）

を任命する。海洋担当大臣としては、たとえば海域部分を含む国土形成計画、海運･

船舶･港湾、広大な管轄海域の警備・救難等海洋に関する様々な行政を所管する国土

交通大臣のような、現に海洋関係行政を担当する大臣が兼任することが考えられる。

◆ 政策統括官（海洋担当）および海洋政策推進室の設置
内閣府に海洋担当の政策統括官を設置し、海洋関係省庁にまたがる政策課題への対

応を統括するとともに、政策統括官のもとで海洋政策推進に係る事務を所掌する海洋

政策推進室を設置する。

◆ 海洋関係省庁連絡調整会議の設置
海洋関係閣僚会議を補佐し、総合的な海洋政策を円滑に推進するために、海洋関係

省庁連絡調整会議を設置する。既存の海洋開発関係省庁連絡会議、大陸棚調査・海洋

資源等に関する関係省庁連絡会議等は、要すれば、これに統合する。

◆ 海洋諮問会議の設置
政策に有識者の知見とノウハウを積極的に取り入れるため、内閣総理大臣、海洋担

当大臣および有識者で構成する海洋諮問会議を設置する。
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3．海に拡大した「国土」の管理と国際協調

3－1 排他的経済水域および大陸棚の管理の枠組構築

従来の全国総合開発計画に代わり策定される国土形成計画では、排他的経済水域お

よび大陸棚を含む海域の利用と保全に関する事項が盛り込まれることとなり、大きな

一歩と評価できる。

しかしながら、世界第６位の面積を誇る広大な排他的経済水域を含む管轄海域の管

理の実行には、未だ解決すべき数多くの課題が残されている。

◆ 排他的経済水域および大陸棚の管理体制の構築
国連海洋法条約等の国際法に基づき、わが国が有する主権的権利および管轄権を効

果的に行使し、義務を履行するためには、国内法の包括的整備と管理体制の構築が不

可欠である。

そのためには、排他的経済水域および大陸棚を含む広大な管轄海域の調査・観測を

継続的に行う体制を早急に整備すべきである。

また、広大な排他的経済水域および大陸棚の保全と利用のための法制は、漁業関係

を除けば、単に「国内法令を適用する」旨を定めた「排他的経済水域及び大陸棚に関

する法律」しか定められていないので、同法の大幅な改正あるいは同法を補足する総

合的な立法を目指すべきである。

◆ 海域の特性に応じた管理計画の策定
広大な排他的経済水域を含むわが国の新たな海洋の「国土」を効率的に管理するた

めには、現実的な管理対象と管理者の設定が急務である。

それには、管理すべき対象を特定するための環境調査、資源調査を実施してマッピ

ングを行い、それに基づいて保全・開発・利用に必要な管理区域の設定を行うことが

不可欠である。その際、調査にあたっては既存の知見を最大限に活用して環境保護・

保全および資源開発において重要と判断される区域を特定し、優先順位をつけて段階

的に管理区域の設定を行うなど、迅速かつ柔軟な対応が必要である。
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3－2 海洋の安全保障の確立

国土形成計画法によって、領海はもとより、わが国の排他的経済水域および大陸棚

も国土計画の対象となったが、そのわが国周辺海域に関わる安全保障の確立について

は未だ論議がつくされているとは言い難い状況にある。

北朝鮮工作船問題、外国の海洋調査船による法的枠組に反する調査の増加、東シナ

海の資源開発を巡る緊張、海上を経路とした武器・麻薬・動植物等の密輸入、密入国、

密漁にいたるまで、わが国領域・管轄海域における様々な脅威、犯罪へ適切な対応を

図ることが急務である。

また、わが国の経済を支える海上輸送路については、マラッカ海峡、ペルシャ湾等

の海上交通の要衝における海賊、海上テロ等の脅威にさらされているのに加え、大量

破壊兵器拡散への対応問題も起きており、わが国が単独では対応不可能な切迫した危

機が存在している。海洋を舞台とした紛争の抑止は海洋安全保障の基本である。

◆ 海に拡大した「国土」の安全保障の確立
総合的な海洋管理、とりわけ海洋の安全保障確立のためには、関係機関の連携のも

とに統合的な情報管理体制を確立する必要がある。何よりも即時的な海洋情報収集の

手段が不可欠である。自動船舶識別システム（AIS）の機能と範囲を拡充した船舶の

トラッキングシステム導入等、具体的なシステム構築に直ちに着手すべきである。ま

た、国際的な情報共有が不可欠であり、内外の海洋安全保障関係機関等の国際ネット

ワークの強化を図るべきである。

また、密輸入、密入国、密漁等国民にとってより身近な脅威や犯罪に対しては、犯

罪行為が行われやすい海岸・海域の評価、無人監視技術の開発、情報の円滑な伝達、

◆ 遠隔離島および周辺海域の管理強化
わが国の管轄海域の拠点となる外海の離島や国境を形成する離島が、わが国の国土

保全上重要な位置づけにあることは論を待たない。これら離島を基点としてその周辺

に広がる広大な海域の管理を適切に行う観点を、海洋政策の中に明確に位置づけるこ

とが重要である。また、国土保全の観点ばかりではなく、安全保障、海洋環境の保

護・保全、経済活動等重視すべき観点は数多く存在する。

したがって、管理のために必要な情報、知見が得られていない遠隔離島や無人島、

およびその周辺海域の調査を、国の責務として早急に実施すべきである。
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海洋監視のボランティア活動「海守」の支援、漁業者や沿岸住民への普及啓発を通じ

て、あらゆる主体が協働してこれに取り組むべきである。

さらに、越境犯罪取り締まりについての国際的な協力を一層推進すべきである。

◆ 海上輸送に関わる安全保障の推進
わが国の生命線である海上輸送路の安全確保や、海上輸送に対する国際的な安全保

障上の脅威への対応を図るため、以下の施策を早急に具体化すべきである。

○マラッカ海峡の安全確保

・海峡沿岸国と利用国の協力によるマラッカ海峡安全のための協力枠組の構築

○海賊問題への対応

・二国間協力の強化を含む総合的なアジア海賊対策地域協力の推進

○海上テロ等への対応

・国際海事機関（IMO）諸条約への積極的対応

・国益を同じくする海洋国家群との連携強化

・大量破壊兵器拡散防止構想（PSI）等へのより効果的参加のための国内法令整

備の検討

3－3 海洋環境の保護・保全・再生の推進

国連海洋法条約の批准により、わが国には排他的経済水域を含むすべての海域にお

ける海洋環境の保護・保全の義務が課せられており、海洋基本法の指針に生態系に基

づく管理や予防的アプローチの導入を積極的に図ることが求められる。

その理念は、環境基本計画や生物多様性国家戦略等に反映されているが、具体的な

施策について、例えば同戦略においては、従来の河川・砂防・海岸、港湾・海洋、漁

業といった省庁別の取り組みを前提としており、依然として統合的・総合的な視点に

欠けていると言わざるを得ない。

また、海上輸送の進展にかんがみ、海上油濁事故の防止・緊急対応、有害性物質や

放射性物質等の危険物の海上輸送問題、その他の海洋環境保護施策の強化について、

これまで積み上げてきた政策枠組にのっとって、さらに推進しなければならない。
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◆ 海洋環境の保護・保全・再生のための環境影響評価システムの構築
わが国の環境影響評価制度は、陸域および一部の沿岸域で実施される開発事業を対

象としたものであり、海洋環境の保護・保全・再生を履行するためには、戦略的アセ

スの早期導入、環境影響評価の対象事業の拡大、海洋利用に係る関連個別法令におけ

る対策強化等、環境影響評価システムの新たな枠組を構築することが不可欠である。

また、海洋、特に閉鎖性の強い海域の海洋環境の管理は、水質調査だけでは不十分

であり、生態系の安定性、物質循環の円滑さ等を総合的にチェックして、海の状態を

様々な角度から継続的に監視・評価するシステムを導入すべきである。

◆ 海洋生態系および生物多様性保護の推進
人間活動による環境汚染、海岸構造物や魚礁等の設置、特定有用魚種の増養殖、船

舶による外来種の移入等による海洋生態系のかく乱や生物多様性の喪失は早急に対処

すべき重要な課題である。国土保全や国民生活の安定の確保を前提としつつも、海洋

生態系および生物多様性保護に最大限配慮した具体的施策の展開が急務であり、それ

を支える技術開発等を国のイニシアチブのもとで推進することが必要である。

◆ サンゴ礁・藻場の保護・保全・再生の推進
サンゴ礁と藻場は、海洋生態系を支える重要な存在であり、水産資源のかん養の場

でもある。また、サンゴ礁は、国民の生命・財産を守る天然の防波堤の機能を有し、

観光地としても当該地域に大きな影響を及ぼすものであり、これらの保護・保全・再

生は最重要課題のひとつである。

特に、サンゴ礁は地球温暖化の影響が最初に現れる場所であり、深刻な問題を抱え

る太平洋の小島嶼国に対する国際貢献として、わが国はサンゴ礁の保護・保全・再生

においてリーダーシップを発揮する必要がある。

3－4 海洋生態系に配慮した海洋資源の開発推進

陸域の資源に恵まれないわが国にとって、海洋資源の開発は最重要課題であるが、

これら資源の開発にあたっては、海洋生態系の保護・保全に最大限の配慮をする責務

がある。

生物資源のうち、水産資源については、過剰な漁獲や混獲等により世界の海で生態

系の破壊と生物多様性の減少を招いている。水産物の消費大国であるわが国は、管轄

水域内の生物資源のみならず、世界の海の生物資源の適正な保存・管理に努めなけれ

ばならない。また、海洋微生物・遺伝子資源は、わが国のみならず人類全体にとって
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有益な資源と成り得るため、その研究・開発を一層推進すべきである。

他方、非生物資源については、将来の陸域における自然資源の枯渇への対応として、

海底石油・天然ガス等の在来型資源の新規開発、ならびに海底・海底下・海水に賦存

する非在来型資源の研究・開発の促進が不可欠である。さらに、これら資源開発に伴

う海洋生態系への影響に関する知見は十分得られているとは言い難いので、その拡充

に努めるべきである。

◆ 漁獲の合理的な管理
一般に漁業者にとって水産資源は共有資源であるために、自由競争のもとでは個々

の漁船への投資が進み、先取りによる小型魚の大量漁獲、過剰な装備、集中水揚げに

よる価格下落、特定漁場への過度な漁船の集中等の問題が発生し、漁業全体としての

投資が不適切になる等の問題になっている。これらのことが漁獲能力を過大にさせて

資源の枯渇を招いており、資源先取り競争を適切かつ有効に管理する制度を構築すべ

きである。

◆ 世界の漁業資源保存に向けた対応強化
「違法・無報告・無規制漁業」（いわゆるIUU漁業）等による世界的な漁業資源の減

少・枯渇は深刻な問題であり、水産物の消費大国であるわが国は、輸入される水産物

の実態の更なる把握、輸入規制の強化、国内消費者への啓発活動等を積極的に推進す

べきである。

さらに、国連食糧農業機関（FAO）の「責任ある漁業のための行動規範」およびそ

れに関連した各種行動計画の効果的実施等のために、わが国は一層強いリーダーシッ

プをとるべきである。

◆ 海洋微生物・遺伝子資源の研究・開発促進
海水や海底の岩石・堆積物、さらには海底下深部に生息する微生物、およびそこか

ら得られる遺伝子資源は、将来人類にとって有用な生物資源である。また、深海底に

生息する微生物は地球環境変動を理解する上でも極めて重要な存在である。当該研究

分野のトップランナーに属するわが国は、戦略的にこれら海洋微生物・遺伝子資源の

研究・開発に取り組むべきである。

現在、これら資源の研究・開発は、浅海域においては一定の成果をあげているが、

深海底では緒についたばかりである。熱湧水・冷湧水生物群集や深海底岩石圏に生息

する微生物等固有性の強い深海生態系の保護・保全に配慮しつつ、持続可能な開発・

利用に必要な知見獲得に最大限努力すべきである。
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3－5 統合沿岸域管理システムの構築に向けた取り組み強化

沿岸域を海陸一体となった自然の系としてくくり、住民の生活と密接に関わりを持

つ沿岸域の管理を地方公共団体が中心になって行うとする考え方が、海岸法の改正、

沿岸域圏総合管理計画策定のための指針等によって明らかになってきた。2005年7月

に成立した国土形成計画法は、海域の利用と保全を、国土形成計画の検討事項として

明記するとともに、同計画に地方公共団体の意見を反映させる仕組みを整備した。

今後はこれらを足がかりとして、個別実定法による管理の積み重ねからなっている

現在の沿岸域管理について、施策の実施主体の協働よる関連ある問題に対する包括的

な施策の実施、関係者間での情報共有と市民への情報提供等により総合的な視点に立

った沿岸域管理を進めるとともに、新たな法制度の制定を視野において統合沿岸域管

理に向けたシステム構築を一層推進する必要がある。

◆ 地方主体の沿岸域圏管理システムの構築
地方主体の沿岸域圏管理の実行においては、地域の実情に合わせた適正規模の沿岸

域圏の設定ならびに管理計画の立案が必要である。問題の切迫の程度、問題の種類、

住民意思等によって地域における施策の優先順位は異なるので、すべての沿岸域圏が

足並みをそろえて同様の管理計画を一律に策定する必然性は少ない。国は、地方主体

の自主的な沿岸域管理の実行を可能にするための制度面の整備、技術・資金面の支援

等により、地方において自発的に形づくられる管理システムを支援、強化しながら、

これを誘導する政策の枠組を提示していく必要がある。

◆ エネルギー・金属鉱物資源の開発促進
海底石油・天然ガス、メタンハイドレート、深海底鉱物資源等在来型・非在来型資

源の開発にあたっては、海洋生態系への配慮が不可欠であり、資源マップの作成、深

海底開発に係る環境影響評価手法の開発、生態系に配慮した資源開発技術の開発等を

戦略的に進めていくための計画を策定する必要がある。

なお、計画策定のためには、わが国の排他的経済水域および大陸棚を対象とした資

源探査や環境調査に直ちに着手することが不可欠であり、そのための財源および探査

船・調査船の確保が必要である。
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◆ 市民参加システムの構築
地方主体の沿岸域圏管理においては市民がその重要な担い手であり、今日、多くの

地域で実質的な取り組みが始まっている。しかし、人材や経験知の不足、行政手続き

の煩雑さ等様々な問題を抱えていることから、これら取り組みの情報を共有するメカ

ニズムを構築する必要がある。

◆ 流域圏管理との連携強化
流域圏への人口集中による閉鎖性海域の水質汚濁や、土砂収支の不均衡による海岸

侵食の進行等、沿岸域において様々な問題が顕在化している。これら諸問題の解決に

は、森・川・海・空の水の循環の重要性を認識して健全な水循環の保全・回復を図り、

また、リン、窒素の人為的な流入を適切に管理するとともに、河川管理、砂防管理、

海岸管理の立場から別個に行われてきた土砂管理を総合化することが必要である。そ

のためには、流域圏管理との連携を一層強化することが不可欠である。

◆ 特定閉鎖性海域における総合的な管理体制の整備
わが国の閉鎖性海域の中でも三大湾や瀬戸内海は、様々な環境問題や利用調整問題

を抱えているが、利害関係が輻輳し、関係する都道府県、政令指定都市も多いことか

ら、総合的な管理を行うことが難しい。したがって、国がイニシアチブをとって、関

連する地方公共団体が一体となって対策に取り組む体制整備を推進するべきである。

その際、保全・利用を一元的に管轄する第三者機関の設置の可能性も検討すべきであ

る。

3－6 防災・減災の推進

21世紀前半に発生する可能性が高いと指摘されている東海・東南海・南海地震のほ

か、釧路沖や三陸沖等の海溝型地震や日本各地に分布する活断層による地震に伴う津

波による甚大な災害への国家的備えが急務であり、沿岸域防災の機能強化を推進する

必要がある。

また、2004年は大型台風の接近・上陸件数が観測史上最多を記録し、多くの人的・

経済的被害をもたらしたが、地球温暖化による海面上昇や台風の大型化等、今後高潮

や高波による被害が増大する懸念が高まっている。
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◆ 地域防災計画の早急な策定
高潮や津波等の沿岸域防災は、国が設置する中央防災会議が防災基本計画および地

震防災基本計画を定め、その内容をもとに都道府県、市町村が地域防災計画を策定す

る階層的な構造となっている。特に財政や技術面での対応が脆弱になりがちな市町村

レベルでの防災・減災計画の立案には、国や都道府県の支援が不可欠であり、国と地

方公共団体間の連携を強化して、地域防災計画の速やかな策定を図るべきである。ま

た、防災計画策定の基礎資料となる高潮・津波災害に関するハザードマップを早期に

完成させる必要がある。

さらに、避難計画の策定のためには詳細な被災予測が必要なため、数値予測技術の

高度化が重要である。

◆ 防災・減災のための教育・訓練の徹底
2004年12月に発生したインド洋津波の甚大な被害を他山の石として、すべての国民

に対して津波や高潮への備えを促すための防災教育・訓練の徹底が必要である。特に、

常に高い防災・減災意識を維持するための戦略的な教育システムの構築が重要であ

り、沿岸市町村における学校教育での津波・高潮に関する教育・訓練の義務化、マス

メディアやインターネット等を通じた全国的な普及啓発活動、市町村レベルでの避難

訓練や広報活動の強化等、被害を最小化するための具体的な行動が必要である。
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総合的な海洋政策の策定と管理の実行には、広大かつ多様な環境特性を有するわが

国の海洋・沿岸域に関する情報、すなわち海洋情報を収集することが不可欠である。

ひとつには、海洋そのものを知るための海洋調査・観測の計画的かつ効率的実行で

あり、これはわが国の海洋管理のみならず、地球規模での国際海洋観測体制構築への

貢献という意味合いも有する。

また、津波・高潮等の自然災害による被害軽減、海洋・沿岸域を対象に行われる社

会経済諸活動の管理、さらには船舶の動向把握を含む安全保障の確立等への即時対応

である。

これらは、国の主導のもとで、地方公共団体、大学、試験研究機関、産業界、国民

が、それぞれの役割を認識し、相互の密接な連携の下で行われる必要がある。

◆ 海洋情報の収集に係る国家戦略の立案
行政、大学、試験研究機関等が実施する海洋情報の収集を計画的かつ効率的に実施

するために、海洋調査・観測の中長期戦略および実施計画の策定、評価等、総合的な

検討を行う組織を、関係機関の参加のもと国が中心となって設置する必要がある。そ

の際、従来の海洋政策論議にほとんど参加していなかった防衛庁も参加すべきである。

また、広大な海洋に関わる情報収集には国際的協力が不可欠である。このため海洋

情報に関わる各種国際ネットワークとの連携を推進すべきである。

◆ 海洋情報管理機能の強化
海洋管理に必要な海洋データの利用・流通を円滑にするために、データの共有化、

標準化の取り組みを一層推進する必要がある。

◆ 統合された海洋の調査・観測・監視システムの構築
大気、海面、海中、海底、海底下の３次元情報を収集する、統合された調査・観

測・監視システムの整備に直ちに着手すべきである。これには、調査手法の標準化、

プラットフォームの共有化、システム運用機関の最適化等が不可欠である。

3－7 海洋管理のための海洋情報の整備
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3－8 総合的な海洋政策実現のための研究・教育と
アウトリーチの推進

海洋の持続可能な開発を実現するためには、すべての国民が海洋に関心を持ち、海

洋環境を保護・保全・再生するための自発的かつ積極的な行動を起こすことが必要で

ある。また、わが国が抱える海洋に係わる諸問題を正しく認識し、これを適切に管理

するために必要な人材を育成することは重要な国家戦略である。

これを実現するためには、広く国民を対象とした海洋教育はもとより、大学・大学

院における海洋に関する専門研究・教育領域を強化し、政府、試験研究機関、産業界、

NGO等の活動に必要な専門家・技術者等の多様な人材を育成する教育体制の構築が急

務である。

さらに、総合的な海洋政策の策定と実行には、海洋科学技術・研究の推進が不可欠

であり、このような海洋に関する幅広い知識を持った若い世代を育てることで、海洋

に関する科学技術開発やその基盤となる基礎研究の更なる発展を図ることができる。

◆ 海洋教育の拡充
海洋の環境や生態系を重視した管理を進めていくためには、すべての国民がその重

要性を理解して、自発的、積極的に管理に参加していくことが求められる。したがっ

て、国民を対象にした義務教育の中で海洋教育の拡充を図るべきである。特に、海の

自然現象を理解するための野外教育に重点的に取り組む必要がある。その際、人材・

資金両面での適切な学校教育支援のあり方を検討し、初等教育から高等教育までの体

系的な教育プログラムの開発を推進し、さらには教育現場のニーズに合致した副読

本・教材・体験施設等の整備を図ることが必要である。その推進は文部科学省が中心

的に実施し、海洋に関わるすべての関係省庁が連携してこれを支援すべきである。さ

らに、学校教育と社会教育との連携強化を図る仕組みを早急に構築すべきである。

◆ 地域海洋情報ネットワークの構築
沿岸域管理の推進や、密輸入・密入国・密漁の防止等、国民の身近な問題への対応

には、きめ細かな海洋情報を収集し、これを効率的に利用する地域に根ざした情報ネ

ットワークの構築が不可欠である。情報収集においては、漁業者、NPO、「海守」等

が中心的な役割を担うべきである。
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◆ 海洋管理研究・教育の推進
総合的な海洋管理を担う人材を育成するために、大学院レベルでの学際的な研究・

教育プログラムを整備すべきである。また、社会人の専門再教育のニーズに応えて海

洋関係専門職大学院コースを開発するとともに、海洋に関わる学部・学科を有する大

学が相互の連携を強化し、地方の特性に応じた沿岸域管理の教育プログラムやトレー

ニングコースを開発すべきである。

◆ アウトリーチの推進
海洋には人は住んでいないし、海中で起こっていることは見えないため、ともすれ

ば人々の関心は海から離れる。このため、海洋管理に係る活動、研究の推進にあたっ

ては、人材育成のためばかりではなく、説明責任の観点からも、国民を対象とした積

極的なアウトリーチ活動は不可欠である。そのためには、内閣総理大臣の所信表明演

説における海洋立国宣言および国民の祝日「海の日」における声明発表等ともに、マ

スメディアやインターネット等を活用した広報活動の充実、さらには、海面・海中・

海底のモニタリングデータやリアルタイム画像の一般家庭や教育施設への直接配信、

研究施設や海洋の現場と教育機関とを直接結ぶ遠隔授業等、国民の関心を喚起するた

めの情報戦略の確立が急務である。

◆ 海洋科学技術・研究の推進
総合的な海洋政策の実行のためには、海洋科学調査、海洋環境、海洋資源等に関す

る海洋科学・技術研究の充実が不可欠であり、また、それを担う若手研究者の育成が

重要である。

そのためには、海洋科学研究および海洋技術の振興のための予算を大幅に拡大すべ

きである。また、現在改定が進められている第三期科学技術基本計画において、これ

らに関する事項を明確に位置づけるべきである。
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海洋・沿岸域研究委員会

委員名簿
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〃 大森　　信　　財団法人熱帯海洋生態研究振興財団・
阿嘉島臨海研究所所長

〃 来生　　新　　横浜国立大学理事・副学長

〃 小池　勲夫　　東京大学海洋研究所教授

〃 柴山　知也　　横浜国立大学大学院工学研究院教授

〃 多屋　勝雄　　東京海洋大学海洋科学部海洋政策文化学科教授

〃 徳山　英一　　東京大学海洋研究所教授

〃 中原　裕幸　　社団法人海洋産業研究会常務理事

〃 林　　司宣　　早稲田大学法学部教授

〃 寺島　紘士　　海洋政策研究財団常務理事

特別参加 秋山　昌廣　　海洋政策研究財団会長

〔敬称略・順不同〕
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総合的な海洋政策がなぜ必要か

海洋をめぐる構造的変化

今、海洋では、資源、環境、安全・安心の問題を支える海洋の秩序・政策の枠組み

が大きく変化しており、わが国は、わが国の命運を左右するそれらへの対応の遅れを

問われている。

わが国は、四方を海に囲まれて、総人口の約５割が沿岸部に居住し、動物性タンパ

ク摂取の約４割を水産物に依存し、輸出入貨物の99％を海上輸送に依存するなど、海

の恵みを享受して発展してきた。また、海は、古来、自然の盾としてわが国の安全を

護り、文化を育み、国民に希望、畏れ、癒しを与えてきた。しかしながら、近年、急

速な経済発展、沿岸域への開発集中等によって、閉鎖性海域を中心とした海洋環境の

悪化、水産資源の減少、海面利用の競合等の諸問題が起こり、抜本的な対策が求めら

れている。

また、海洋は、地球の表面の7割を占め、実に149にのぼる国々がその周囲を囲んで

いる。しかも、海洋は水で満たされているため、海洋で起こる事象は相互に密接な関

連を有しており、海洋の一部で起こったことがとき・ところを越えて様々な形で海洋

の他の部分に伝播・影響する。このため海洋空間の問題は、国内、国際と問題を峻別

することができず本来的に国際的側面を強く持っている。

特に、20世紀後半からは、科学技術の進歩発達により人間の海域における行動能力

が増し、これを背景に沿岸国による海洋とその資源の囲い込みが進行し、また、海洋

環境の汚染や地球環境問題が顕在化したことにより、海洋問題に対する国際的取組み

が本格化した。

1994年の「海の憲法」といわれる国連海洋法条約の発効はその大きな転換点である。

同条約は、海洋空間の諸問題は、全体として検討され、総合的に管理される必要があ

る、という共通認識の下に、海洋の法的枠組み・ルールを包括的に定め、海洋に統一

的な法体系をもたらした。同条約は、旧植民地などの独立により国際社会を構成する

国が４倍に増加した中で、当事国間の実力を背景にした解決の替わりに、海洋の紛争

処理に共通の法的基盤を提供したという点でも画期的である。

これによって、距岸200海里という広大な海域を沿岸国の排他的経済水域

（EEZ）・大陸棚とする制度が制定され、深海底およびその資源が人類の共同財産とさ

れてその資源の探査および開発のために国際海底機構が設置されるなど、従来の公海

自由の原則と「広い公海」、「狭い領海」の二元的区分からなる海洋秩序が大幅に変更
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され、沿岸国の管轄権が海域に大きく拡大した。また、海洋資源の管理、海洋環境の

保護・保全などに関する新しい枠組みが導入された。

最近、この新海洋秩序の影響が端的に現れ、問題となってきたのがEEZ・大陸棚の

近隣諸国間での重複である。この問題は世界各地で生じており、東シナ海の石油ガス

田をめぐる日中間の紛争も、もとをただせば海洋空間の再編成に関わる境界画定の問

題にたどり着き、その背後に、海洋空間の管理に関する国際的枠組みの変更を自国に

有利に活用しようとする近隣諸国間の競争という底流がある。海洋が、もはやかつて

のような中立的な緩衝地帯でなくなり、海洋に引かれた境界線で直接に近隣国と接す

る時代が来たのである。わが国もこれらのことを十分に認識して、海洋の資源、環境、

安全・安心の問題に真摯に取り組む必要がある。

また、海洋をめぐる変化は環境・資源政策面でも顕著である。近年、科学技術の発

達に支えられて活発化した人間活動によって海洋・沿岸域の自然環境、資源が大きく

損なわれた。海洋汚染の８割は陸域起因といわれている。このため、1992年には、持

続可能な開発を目指して行動計画アジェンダ21が採択された。各国は、海洋の「持続

可能な開発」と「総合的管理」を進めるために、その第17章で「沿岸域および排他的

経済水域を含む海域の統合的管理および持続可能な開発」、「海洋環境保護」など７つ

のプログラム分野の行動計画に合意した。その10年後の2002年のWSSDではこれをさ

らに推進するためのWSSD実施計画が策定され、各国にその実施を求めている。

さらに、最近は、地球温暖化に伴う異常気象や海面上昇、津波・高潮等の自然災害

および海上テロ・海賊、工作船問題等の人為的脅威が相次いで起こっており、海洋・

沿岸域の多様な脅威への対応が内外の緊急課題として浮上してきている。

世界各国の取組みと日本の対応

近年、世界各国は、これらの構造的変化に対して、新たに構築された国際的枠組み

を踏まえつつ、海洋の総合的管理に向けた取組みを着々と進めている。その先頭を走

っているのがオーストラリア、カナダ、米国、英国、中国、韓国などである。世界の

海洋に関する政策や活動をリードしている米国が2004年末に新たな海洋政策を採択

し、その実行を開始したこと、2005年に入ってEUが海洋政策策定に着手したことな

ど、ここに来て地球上の最後の共有地である海洋の管理をめぐる世界各国の競争と協

調の取組みは一段と本格化している。

各国の管轄海域が複雑に絡み合い、重なり合う東アジアでも、中国を始め各国が積

極的に海域管理に取り組んでおり、並行して海域の管理に関して近隣当事国間で競争

と協調の折衝が盛んに展開されている。1990年代からの中国・ASEAN諸国間の南シ
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ナ海の海域をめぐる紛争とその後の行動基準の採択は、その一例である。さらに、地

域の海洋管理については、APEC、ASEAN、PEMSEAなどの地域協議の場、あるい

は海賊・テロ、マラッカ海峡の安全などの海洋問題ごとの協議の場でも近年頻繁に協

議が行なわれている。

しかしながら、わが国は、残念ながら未だに旧来の海洋秩序観念に強く影響を受け

ており、政府も学界も縦割りの取組みにとらわれていて海洋の総合的管理に向けた取

組みがあまり進んでいない。その原因の一つとして、政府に海洋問題を総合的に扱う

部局がないことなど、海洋政策を推進するための枠組みの不備が挙げられる。海洋政

策総括部局の不在は、近年盛んになっている各国海洋当局間の非公式な海洋問題の情

報・意見交換の国際的ネットワークからわが国が抜け落ちる結果を招き、必要な情報

が入ってこない原因ともなっており、事態は深刻である。

わが国は、海洋国であるとともに、経済・技術の先進国である。海洋は、本来であ

れば、わが国が、その知識経験、経済力・科学技術力を生かして海洋の管理に関して

内外で主導的役割を発揮することができる分野である。現に国際場裏では日本のリー

ダーシップを期待する声も決して少なくない。しかし、現状は、世界的な規模で進行

している海洋管理の取組みから取り残されており、このままではわが国はその発展の

基盤を失う恐れがある。

21世紀の海洋政策への提言

海洋政策研究財団は、わが国における海洋の総合的管理の取り組みがこのように立

ち遅れていることを憂慮し、日本財団の支援を受けて、海洋に関する各分野の有識者

による海洋・沿岸域研究委員会を設置し、２年間余にわたり日本の海洋政策のあり方

について活発な議論を行ってきた。2002年に日本財団が行なった「海洋と日本 21世紀

におけるわが国の海洋政策に関する提言」を参考にし、それ以降の内外情勢の進展を

踏まえて、「海洋の総合的管理と持続可能な開発」に関する政策の深度化、具体化的

および総合化を研究し、その成果をもとに今回『21世紀の海洋政策への提言』を取り

まとめた。従来の縦割り的な取組みを排して、総合的、分野横断的視点に立って海洋

政策を構築するという困難な作業に取り組み、提言の作成にご尽力くださった栗林忠

男委員長（慶応大学名誉教授）をはじめ研究委員会の委員各位に心より御礼申し上げ

たい。本提言は、2005年11月18日安倍内閣官房長官に提出するとともに、これを公表

した。

提言は、海洋政策を総合的に推進する枠組みとして、今後取り組むべき海洋政策の

具体的重要事項を示す「海洋政策大綱」の策定、総合的な海洋政策推進の要となる
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「海洋基本法」の制定および総合的海洋政策を担当する「海洋担当大臣」の任命等行

政機構の整備の必要性を強調するとともに、海に拡大した「国土」の管理と国際協調

を推進する政策として、EEZ・大陸棚の管理の枠組み構築などの８分野について具体

的施策を提言している。それらは沖ノ鳥島などの遠隔離島及びその周辺海域の管理強

化、海に拡大した「国土」や海上輸送の安全保障の確立、地域防災計画の早急な策定

など35項目に及び海洋政策全般をカバーする包括的なものである。

わが国は、近年の海洋の新しい構造的変化を真摯に受け止め、総合的な海洋政策を

早急に確立し、海洋国として世界をリードする気概をもって真の海洋立国を目指すべ

きである。

本提言が、政策決定者、関係政府機関をはじめ学界、地方自治体、経済界・関係事

業者、NGO、国民・住民などの多様な海洋の利害関係者の理解と支持を受けて、提言

実現に向けた取組みが速やかに展開されることを切望する。

海 洋 政 策 研 究 財 団

常務理事　寺　島　紘　士
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わが国の管轄海域　－領海・接続水域・排他的経済水域－

※日本以外は1972年のアメリカ国務省資料「Limits in the Seas_Theoretical Areal Allocations of
Seabed to Coastal States」（全訳「海洋産業研究資料」，通巻第59号，1975）に基づくデータ。旧
ソ連については，その後独立したバルト海・黒海・カスピ海に面している共和国分が含まれて
いるほか，米国務省データにはロシアの実効支配を理由に日本領土である北方四島の周辺海域
分も含まれている。したがって，現ロシアの管轄海域面積は日本よりも小さくなるとした。な
お，日本の管轄海域面積は「長井俊夫（1996），新しい領海関係法と水路部のかかわり（水路，
99，2－14）」による。〔出典：海洋白書2004，p.10-p.11〕

世界の管轄海域（領海＋排他的経済水域）面積ランキング

順　位 国　　名 面積（単位：万km2） 
１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
８ 
９ 

アメリカ 
オーストラリア 
インドネシア 
ニュージーランド 
カナダ 
日　本 
（旧ソ連） 
ブラジル 
メキシコ 

７６２ 
７０１ 
５４１ 
４８３ 
４７０ 
４４７ 
（４４９） 
３１７ 
２８５ 
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1. 国土面積（千km2）

2. 海岸線延長（千km）

3. 排他的経済水域（千km2）

4. 海洋（基本）法

6. 海洋管理主管（大臣）

7. 海洋行政連絡調整会議

8. 海洋管理（調整）事務局

9. 広範な利用者の意見を反
映する制度

10. 海洋保護区（MPAs）

11. 沿岸域管理法（政策）

12. 河川と沿岸域の一体的管理

13. 沿岸域管理における法的
な管理範囲

14. 国連海洋法条約批准状況

5. 海洋（基本）政策

アメリカ

9,629.0 

19.9

未加入

州政府の領土（海岸線から
3海里以内）天然（地下）
資源に関しては海岸線から
3海里以内は州政府の管轄

河川港湾法 (Rivers and
Harbors Act)（保全は陸軍
工兵隊が行う）

1972/1990年沿岸域管理法
(Coastal Zone Management
Act)

行政命令13158号(2000.5.26)

海洋サンクチュアリ法(1972)
に基づくMarine Sanctuary,
MPA等

National Oceans Commission
public meetings

Science Advisory Panel

Interagency Committee on
Ocean Science and Resource
Integration

Committee on Ocean Policy

商務省海洋大気庁 (NOAA：
National Oceanic and
Atmospheric Administration)

An Ocean Blueprint for the 21st
Century (2004.09.20)

U.S. Ocean Action Plan
(2004.12.17)

Oceans Act 2000
(但し同法は包括的国家海洋政策
の策定を目的とする海洋政策審
議会の設置を定めるもの)

7,620 

カ ナ ダ

9,976.1

243.7

2003年11月7日批准

州法及び連邦法は内水、領
海、EEZ及び大陸棚の上に
適用(第9条及び20条)

COA Part II (Oceans
Management Strategy)は
河川及び湖には適用がない
（第28条）

1972年沿岸域管理法

2002年Canada's Oceans
Strategy

COA第35, 36条に基づく
MPA

National Framework for
Establishing and Managing
Marine Protected Areas (1999
年3月)

Oceans Explorations on
Web

Oceans Program Activity
Tracking (OPAT)

Oceans Act Coordination
Office

Minister's Advisory Council
on Oceans

漁業海洋省 (DFO:
Department of Fisheries
and Oceans)

Canada's Oceans Strategy
(2002.07.12)

Canada's Oceans Action
Plan  (2005)

Canada Oceans Act (COA,
1996)

4,700

オーストラリア

7,686.8

36.7

1994年10月5日批准

州政府の領土（海岸線から
3海里以内/ 1979年Offshore
Constitutional Settlement、
1980年沿岸水域法等による）

州政府、地方政府

1995年Commonwealth
Coastal Policy

GBR Marine Park Act (1975)

EPBC Actに基づくMarine
Reserve

National Ocean Advisory
Group

Regional Marine Plan
Steering Committees

National Oceans Office

Commonwealth Coastal
Coordinating Committee

海洋閣僚会議(National Oceans
Ministerial Board)議長：環境
大臣

Australia's Oceans Policy

Coastal and Marine Planning
Program (CMPP) 

Environment Protection and
Biodiversity Conservation
Act 1999: EPBC Act 
(同法は海洋も全般的に扱う)

7,010 

Regional Marine Planning
(supra regional)

ニュージランド

268.6

15.1

1996年7月19日批准

The Resource
Management Act (RMA)

1971年海洋保護法(Marine
Reserve Act)に 基 づ く
Marine Reserve等（1971年
法の全面改正法案が2002年
10月15日に第一読会を終
了）

Ministerial Advisory Committee
Public Consultation (Oceans
Policy策定のための)

Oceans Policy Secretariat
for Ministerial Group and
Advisory Committee

Oceans Policy Officials
Group 

Ministerial Group
議長：水産科学技術エネル
ギ相

The Resource Management
Act：RMA(同法は沿岸域か
ら領海外に広がる海域の重
要性に言及)

2000年から環境省主導、
海洋政策閣僚諮問委員会で
協議してOceans Policyを
作成中

4,830 

主 要 各 国 の 海 洋 政 策
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1997年4月11日批准

フランス

547.0

3.4

Water Act (1992)

Schemas Directeur
d'Amenagement et de
Gestion de Eaux (SAGE)

Seashore Act (1986) 

Schemas de Mise en Valeur
de la Mer (1983)

EU生息地指令、鳥類指令
に基づく保護区(Na tu ra
2000)等

沿岸の開発計画では必須

なし

Interdepartmental Committee
to the Sea

Secretary General to the Sea
(首相直轄)

2005年10月に海洋政策に関
する High level team of
expertを設置済

なし

260 (海外領土除く)

1997年7月25日加入

イギリス

244.8

12.4

DEFRA、地方自治体

1995年環境法

EU生息地指令、鳥類指令に
基づく保護区(Natura 2000)

野生生物及び地域に関する
法(1981)に基づくMarine
Nature Reserveなど

Consultations on Flood
and Coastal Defence

DEFRA

Green Ministers

海洋科学技術に関する省庁
間委員会(IACMST)

環境食糧農村省 (Department
for Environment, Food and
Rural Affairs: DEFRA)

Marine Stewardship Report
(2002), The State of the Seas
Report (2005)

(Marine Bill - 2006年11月を
めどに準備中)

940 (民間試算)

1996年6月7日批准

中　　国

9,596.9

32.0 

内水：海域のみ

水法(2002)、省政府

海域使用管理法（海洋機能
区画）

海洋環境保護法

海洋自然保護区管理取決
（72ヶ所＝国20＋地方52）

なし

SOA

不明

国務院国家海洋局 (SOA:
State Oceanic Administration)

中国海洋21世紀議程
(China Ocean Agenda 21)

964

海域使用管理法

海洋環境保護法

1996年1月29日批准

韓　　国

99.6

11.5

満潮水位から領海と満潮水
位から500～1,000mの陸域
まで

公有水面管理法

公有水面埋立法

湿地保全法

沿岸管理法

沿岸統合管理計画

国土利用管理法：水産資源
保護区域

海洋汚染防止法：環境保全
海域

海洋水産発展委員会

海洋水産部

中央沿岸管理審議会

海洋環境保全委員会

港湾政策委員会

水産業管理委員会

海洋水産部 (Ministry of
Maritime Affairs and
Fisheries)

Ocean Korea 21
「21世紀海洋水産ビジョン」

海洋水産発展基本法

449

1996年6月20日批准

日　　本

377.8

34.8

海岸保全区域として平均高
潮水面から海陸両側50m

なし

なし
（元国土庁の指針あり）

自然公園法に基づく海中公
園地区（139ヶ所）

自然環境保全法に基づく海
中特別地区（1ヶ所）

なし

なし

なし
（局長級の海洋開発関係省
庁連絡会議、大陸棚調査・
海洋資源等に関する関係省
庁連絡会議あり）

なし

なし
（文科省科学技術・学術審
議会答申:「長期的展望に立
つ海洋開発の基本的構想及
び 推 進 方 策 に つ い て 」
(2002.08.01)）

なし

4,470




